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市
で
は
、『
10
年
後
の
天
草
市

を
見
据
え
た
持
続
可
能
な
行
政
運

営
の
確
立
』
を
目
ざ
し
て
、
平
成

18
年
度
か
ら
同
22
年
度
ま
で
の
５

年
間
を
推
進
期
間
と
す
る
「
第
１

次
天
草
市
行
政
改
革
大
綱
」
を
策

定
し
、
市
民
と
の
協
働
に
よ
る
行

政
運
営
の
推
進
な
ど
３
つ
の
基
本

方
針
を
柱
と
し
て
、
31
の
実
施（
推

進
）項
目
に
つ
い
て
行
政
改
革
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
平
成
20
年
度
の
取
り

組
み
の
内
容
・
成
果
や
今
後
の
計

画
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

行
政
改
革
に
取
り
組
み
始
め
て

３
年
目
と
な
っ
た
平
成
20
年
度

は
、
こ
れ
ま
で
に
制
定
し
た
制
度

の
積
極
的
な
運
用
に
努
め
る
と
と

も
に
、
行
財
政
運
営
の
健
全
化
に

向
け
、
職
員
定
員
の
適
正
化
や
民

間
委
託
な
ど
の
推
進
、
市
税
な
ど

の
収
納
率
向
上
対
策
な
ど
の
取
り

組
み
を
進
め
ま
し
た
。そ
の
結
果
、

同
18
年
度
か
ら
の
累
計
で
10
億

６
、５
５
３
万
１
千
円
の
歳
入
を

確
保
。
歳
出
に
お
い
て
も
19
億
７

２
５
万
９
千
円
を
削
減
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　

な
お
、平
成
20
年
度
に
お
け
る
、

基
本
項
目
ご
と
の
主
な
取
り
組
み

内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　 

市
民
と
の
協
働
に
よ
る

行
政
運
営
の
推
進

　

自
立
し
た
地
域
づ
く
り
の
促
進

に
向
け
、
地
域
の
自
立
に
向
け
た

人
的
・
財
政
的
支
援
を
は
じ
め
、

地
域
づ
く
り
講
演
会
や
先
進
地
視

察
研
修
、
天
草
宝
島
マ
ッ
プ
の
作

成
な
ど
継
続
的
に
取
り
組
み
ま
し

た
。

　

ま
た
、
政
策
形
成
に
お
け
る
市

民
参
画
を
促
す
手
段
と
し
て
、
平

成
19
年
度
に
導
入
し
た
「
市
民
提

案
制
度
」「
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン

ト
制
度
」
の
普
及
と
活
用
を
推
進

し
た
結
果
、
市
民
提
案
に
は
６
件

の
ご
提
案
が
寄
せ
ら
れ
、
パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト
に
は
７
件
の
手
続

に
対
し
、
62
件
の
ご
意
見
を
い
た

だ
き
ま
し
た
。

　

民
間
委
託
な
ど
の
推
進
に
つ
い

て
は
、
同
20
年
４
月
か
ら
地
域
健

診
個
人
負
担
金
徴
収
業
務
の
外
部

委
託
や
志
柿
保
育
所
の
民
営
化
が

完
了
し
て
お
り
、
水
道
メ
ー
タ
ー

検
針
業
務
、
水
道
料
金
等
収
納
業

務
や
窓
口
業
務
、
介
護
予
防
給
付

業
務
、
包
括
的
支
援
業
務
に
つ
い

て
も
４
月
か
ら
外
部
へ
委
託
し
て

い
ま
す
。

　

さ
ら
に
本
渡
老
人
福
祉
セ
ン
タ

ー
ほ
か
４
つ
の
老
人
福
祉
施
設
に

つ
い
て
も
、
同
20
年
度
か
ら
指
定

管
理
者
に
よ
る
管
理
と
な
り
ま
し

た
。

　 

経
営
感
覚
を
取
り
入
れ
た

行
政
運
営
の
確
立

　

昨
年
に
引
き
続
き
、
財
政
健
全

化
計
画
に
則
っ
た
財
政
運
営
に
努

め
て
お
り
、
自
主
財
源
の
確
保
策

と
し
て
、
市
税
や
各
種
使
用
料
な

ど
の
徴
収
率
向
上
対
策
や
、
利
活

用
の
予
定
の
な
い
市
有
財
産
の
売

却
な
ど
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
定
員
適
正
化
計
画
に
基

づ
い
た
採
用
と
勧
奨
退
職
の
実
施

や
給
与
制
度
の
見
直
し
、
物
件
費

の
抑
制
な
ど
に
よ
る
歳
出
の
削
減

に
取
り
組
み
ま
し
た
。
な
お
、
平

成
21
年
４
月
１
日
現
在
の
普
通
会

計
職
員
数
は
、
昨
年
度
よ
り
48
人

減
の
１
、０
８
９
人
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

さ
ら
に
、
基
幹
系
シ
ス
テ
ム
構

築
に
あ
わ
せ
同
21
年
２
月
か
ら
本

庁
に
総
合
窓
口
を
設
置
。
市
・
県

民
税
の
証
明
発
行
や
国
民
健
康
保

険
へ
の
加
入
な
ど
の
主
要
な
手
続

き
が
１
つ
の
窓
口
で
で
き
る
よ
う

に
な
り
、
利
便
性
が
向
上
し
ま
し

た
。

　 

質
の
高
い
職
員
に
よ
る

行
政
運
営
の
確
立

　
職
員
研
修
実
施
計
画
に
基
づ

き
、
職
員
の
意
識
改
革
を
目
ざ
し

た
接
遇
研
修
を
実
施
す
る
ほ
か
、

国
や
県
な
ど
へ
の
派
遣
研
修
や
市

町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
、
自
治
大
学
校

研
修
な
ど
も
積
極
的
に
行
い
、
職

員
の
専
門
的
な
知
識
、
技
術
の
習

得
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　　
行
政
改
革
大
綱
の
進
行
状
況

の
詳
し
い
内
容
を
記
載
し
た
資

料
を
、
本
庁
・
企
画
課
や
各
支

所
・
総
務
振
興
課
、
各
出
張
所

に
備
え
付
け
て
い
ま
す
の
で
ご

覧
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
も
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

※
詳
し
い
こ
と
は
、
本
庁
・
企
画

課
行
政
改
革
係
☎
㉓
１
１
１
１

内
線
１
３
２
２
へ
お
尋
ね
く
だ

さ
い
。

□平成20年度の行政改革による効果額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項　　目

歳
入
確
保

歳
出
削
減

平成22年度までの目標

▲７月30日に開かれた行政改革審議会

〜
平
成
20
年
度
の
成
果
と
今
後
の
計
画
〜

平
成
20
年
度
の

　
　 
取
り
組
み
の
成
果

平成20年度までの実績

④民間委託等の推進
ごみ収集、学校給食調理、学校主事、保
育所に従事していた職員の退職後の業務
を民間委託などで行った時の削減累計額
… ６億7,500万円

平成20年度効果：１億2,670万円
前年度からの継続効果額：910万円

⑤職員定員の適正化

①市税等徴収

②市有財産の
　利活用や売却

③新たな
　収入源の開拓

⑥給与制度の見直し

⑦物件費の抑制

職員削減による人件費削減累計額… 29億
8,200万円（窓口業務の効率化や民間委託
などの推進による人件費削減額除く）

市税など徴収対策の充実による効果額
… 3,400万円

市有財産の利活用促進や売却による収入
額… ２億円

広告等収入額… 600万円

特殊勤務・住居・通勤・管理職手当の改
正による削減累計額… １億4,800万円

物件費の削減累計額… ６億3,600万円

※市税等徴収に掲げている目標値には、市税の徴収対策に係る効果額のみを設定していますが、実績値には保育料など
の徴収対策による効果額も計上しています。

平成20年度効果：６億6,500万円
前年度までの効果：６億5,100万円

市税等徴収：２億4,606万9千円
保育所保育料：58万4千円
市営住宅使用料：1,188万7千円
水道・簡水・下水道使用料：5,911万9千円
普通財産貸付料：197万2千円
前年度までの効果額：４億604万9千円

市有財産売却額：8,052万4千円
市有財産貸付料：4,584万8千円
前年度までの効果額：２億1,114万3千円

広報紙・ホームページ：39万3千円
広告封筒：194万3千円

管理職手当の見直し：2,508万6千円
特殊勤務手当：128万2千円

前年度までの効果：２億290万5千円
平成20年度効果：２億2,618万6千円

７億2,568万円

３億3,751万5千円

233万6千円

１億3,580万円

13億1,600万円

2,636万8千円

４億2,909万1千円

□平成20年度の取り組みに対する評価

市民活動団体の支援
自立した地域づくりの促進
政策形成における市民参画
男女共同参画の推進
分かりやすい行政情報の提供
インターネット技術を活用した情報提供
民間委託などの推進
公の施設の管理運営の見直し
効率的・機能的な組織機構の見直し

財政運営の健全化

職員定員の適正化
市税・各種使用料などの徴収率の向
上や課税の適正化
公の施設の使用料の見直し
市有財産の利活用または売却
新たな収入源の開拓
給与制度の見直し

実　施　項　目
所管課 推進本部審議会

【達成度の分類】
　Ａ…おおむね目標を達成したもの（進行率80％以上）　Ｂ…事業に着手し成果が得られているもの（進行率60％
以上）　Ｃ…計画を策定し事業に着手しているが成果が得られていないもの（進行率60％未満）　Ｄ…未着手ま
たは計画の検討段階。

最終年度の目標に対する達成度の評価

補助金・負担金の見直し
物件費の抑制
第三セクターの経営健全化
特別会計・水道企業会計の経営健全化
病院事業のあり方の検討
行政評価システムの構築
イベントなどへの行政のかかわり方の見直し
入札・契約方法の見直し
天草広域連合のあり方の見直し
情報化による行政事務の効率化と住
民サービスの向上
職員の意識改革

職員の能力向上

適正な人事配置
人事評価システムの構築
職員提案による行政サービスの改善

所管課推進本部 審議会

最終年度の目標に対する達成度の評価
実　施　項　目
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行
政
改
革
の
取
組
状
況


